(様式2－2）
公募型プロポーザル参加申請書（共同事業体用）

令和　　年　　月　　日
大阪市港区長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
事務所の所在地
団体等の名称
代表者名　　　　　　                　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　(大阪市入札参加資格承認番号　　　　　　　　　)
（構成員）
事務所の所在地
団体等の名称
代表者名　　　　　　　　　       　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　次の業務に係る公募型プロポーザルに参加したいので、関係書類を添えて応募します。
　　なお、この申請書及び添付資料の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

記
　１　業務名称
「第42回みなと人権展」事業
　
２　公募型プロポーザル参加資格審査資料
· ア　公募型プロポーザル参加申請書(様式２－２)
· イ　事業者概要(応募事業者の業務内容がわかるパンフレット等。様式は問わない)
· ウ　登記事項証明書（現在事項証明書、全部事項証明書のいずれも可。提出日前３箇月以内に発行されたもの、最新の情報を反映したもの：写し可)
（任意団体等で法人登記がない場合は、定款その他の規約）
· エ　印鑑証明書(提出日前３箇月以内に発行されたもの：写し不可)
· オ　使用印鑑届(様式３)
· カ　申請内容確認書（実印押印　要）（様式４）
· [bookmark: _Hlk167276271]キ　団体目的等についての誓約書（様式５）
· ク　税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書(提出日前３か月以内に発行されたもの：写し可)(税務署の様式その３、その３の２、その３の３、そのいずれかの様式で提出すること。様式その１により提出する場合は、直近２箇年分の納税が確認できること)（ただし、非課税等で本証明書が提出できない場合は、その旨記載した理由書を提出すること。）
· ケ　直近２箇年の市町村民税並びに固定資産税（土地・家屋、償却資産）の納税証明書(提出日前３箇月以内に発行されたもの：写し可)（ただし、営業が２年未満の者もしくは非課税　で本証明書が２箇年分提出できない場合は、その旨を記載した理由書を提出すること。）
· コ　委任状(共同体での申請の場合のみ)（様式６)
· サ　協定書(共同体での申請の場合のみ)（様式自由）
※共同体で参加の場合、イ～ケは各構成員分提出すること。
※令和７・８・９年度の本市入札参加資格者名簿に登録されている者については、上記ウ～カ、ク、ケを省略できるものとする。
[bookmark: _Hlk167276541]※ウ、ク、ケについて、写しの場合は原本に相違ない旨の記載及び代表者印を添付


３　連絡先
所属部署名　　			　　　　氏　名　　　	　　		
電話番号　　　			　　　　ＦＡＸ番号　　			
E-mail　　　　			
